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2023 年 9 月 14 日 

各 位 

会 社 名 株式会社 GRCS 

代 表 者 名 代表取締役社長 佐々木 慈和 

（コード番号：9250 東証グロース） 

問 合 せ 先 取締役管理部長 田中 郁恵 

（TEL. 03-6272-9191） 

 

PCI DSS 関連事業の譲受に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、ｆｊコンサルティング株式会社（以下「ｆｊコンサルティング」と

いう。）の PCI DSS（クレジットカード業界のセキュリティ基準：Payment Card Industry Data Security 

Standard）準拠運用コンサルティングサービス事業及び関連する教育研修事業を譲り受けることに関し、同

社と事業譲渡契約を締結することを決議いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。 
 

記 
 

１．事業譲受の理由 

当社は、Ｇ：ガバナンス、Ｒ：リスク、Ｃ：コンプライアンス（以下「GRC」という。）及びＳ：セキュ

リティの視点に着目し、外部環境の変化に伴う企業課題を解決のためソリューションとプロダクトを提供

しております。 

近年、様々な社会情勢の変化により企業を取り巻く外部環境が多様化し、規制強化等が行われてきまし

た。日々変化するリスクに伴う顧客ニーズに迅速に対応すべく、優秀な専門人材の獲得による体制強化、ソ

リューションやプロダクトの新規導入により付加価値の高いサービス展開をしていくことが、当社の事業

成長において重要な課題となっております。 

ｆｊコンサルティングは、PCI DSS に関連するコンサルティングや教育研修を行っており、当社とは 2019

年より PCI DSS 認定取得支援ソリューションにおいて協業関係にありました。本件事業譲受に伴い、ｆｊ

コンサルティングの専門人材を承継することで、「キャッシュレスセキュリティ」領域の PCI DSS 準拠、

運用、審査さらには企業全体のコンプライアンス・セキュリティ強化までをワンストップで提供すること

が可能となることから、当社の事業成長に資するものと判断いたしました。 
 

（注）PCI DSS について 

PCI DSS は、クレジットカード会員データのセキュリティを強化することを目的として策定され

たクレジットカード業界のセキュリティ基準です。国際カードブランド 5 社(American Express、

Discover、JCB、MasterCard、VISA)により設立された PCI SSC (Payment Card Industry Security 

Standards Council)によって管理されています。 

 

２．事業譲受の概要 

(1）譲受事業の内容 

  PCI DSS 準拠運用コンサルティングサービス 

PCI DSS 関連教育研修サービス 
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(2）譲受事業の経営成績 

譲受事業の経営成績につきましては、相手先の要請により非開示とさせていただきます。なお、経営

成績の数値は軽微であります。 

 

(3）譲受事業の資産、負債の項目及び金額 

  譲受事業にかかる契約上の権利義務であります。なお、貸借対照表上に計上されている資産及び負債

の引受はございません。 

 

(4）譲受価額及び決済方法 

  譲受価額につきましては、相手先の要請により非開示とさせていただきます。なお、譲受価額は軽微で

あります。 

  決済方法：現金による決済 

 

３．相手先の概要 

(1）名称 ｆｊコンサルティング株式会社 

(2）所在地 東京都千代田区神田駿河台４－３ 新お茶の水ビルディング３Ｆ 

(3）代表者の役職・氏名 代表取締役 CEO 瀬田 陽介 

(4）事業内容 キャッシュレス・セキュリティコンサルティング事業 

(5）資本金 9,820 千円 

(6）設立年月日 2015 年 9 月 28 日 

(7）大株主及び持株比率 ユナイトアンドグロウ株式会社 100％ 

(8）上場会社と当該会社との関係 資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 営業上の取引関係があります。 

関連当事者へ

の該当状況 
該当事項はありません。 

（注）純資産及び総資産については、相手先の要請により記載を省略しております。 

 

４．日程 

(1）取締役会決議日 2023 年 9 月 14 日 

(2）契約締結日 2023 年 9 月 14 日 

(3）事業譲受日 2023 年 11 月 1 日（予定） 

 

５．会計処理の概要 

  当該事業譲受は企業結合会計基準上の「取得」に該当する見込みです。この処理に伴うのれん及びその他

の無形固定資産等の計上額は現在精査中であります。 

 

６．今後の見通し 

本件が 2023 年 11 月期連結業績予想に与える影響は軽微であります。 

以上 


